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１．国の動向 

（１）今後の教育政策に関する基本的な方針 

国は２０２３（令和５）年６月に閣議決定した「第４期教育振興基本計画」において、今後

の教育政策に関する基本的な方針として、①総括的な基本方針・コンセプトと、②５つの基

本的な方針）を次のとおり示している。 
 

① 総括的な基本方針・コンセプト 

国は今後目指すべき社会及び個人の在り様として重要な概念を以下の２つとしている。 

○２０４０年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成 

Society５．０においては、「主体性」、「リーダーシップ」、「創造力」、「課題設定・解決能力」。「論理的思

考力」、「表現力」、「チームワーク」などの資質・能力を備えた人材が期待されている。こうした要請も踏まえ、

個々人が自立した自らの個性・能力を伸長するとともに、多様な価値観に基づいて地球規模課題の解決等

をけん引する人材を育成していくことも重要である。 

○日本社会に目指したウェルビーイングの向上 

これまでの計画の基軸を発展的に継承し、誰もが地域や社会とのつながりや国際的なつながりを持つこ

とができるような教育を推進することで、個人と社会のウェルビーイングの実現を目指すことが重要である。 

出典：第４期教育振興基本計画 

 

② ５つの基本的な方針 

総括的な基本方針・コンセプトを踏まえて５つの基本的な方針を定めている。 

１）グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

２）誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進 

３）地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

４）教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 

５）計画の実行性確保のための基盤整備・対話 

出典：第４期教育振興基本計画 

 

  

Ⅲ．各務原市の学校方針について 

第２回検討委員会提示資料 



2 

③ 「令和の日本型学校教育」の構築 

中央教育審議会（文部科学省）は２０２１（令和３）年１月に策定した「『令和の日本型学

校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協

働的な学びの実現～（答申）」において、「令和の日本型学校教育」の姿と構築に向けた今

後の方向性を次のとおりに示している。 
 

④ 「令和の日本型学校教育」の姿 

２０２０年代を通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」の姿について、義務教育課程

では学習環境や地域との連携に関する将来像が示されている。 

○児童生徒一人一人の資質・能力を伸ばすという観点から、新たな ICT 環境や先端技術を最大限活用す

ることなどにより、基礎的・基本的な知識・技能や言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力等の学

習の基盤となる資質・能力の確実な育成が行われるとともに、多様な児童生徒一人一人の興味・関心等

に応じ、その意欲を高めやりたいことを深められる学びが提供されている。 

○個々の児童生徒の学習状況を教師が一元的に把握できる中で、それに基づき特別な支援が必要な者に

対する個別支援が充実され、多様な児童生徒がお互いを理解しながら共に学び、特定分野に特異な才

能のある児童生徒が、その才能を存分に伸ばせる高度な学びの機会にアクセスすることができる。 

○学校ならではの児童生徒同士の学び合いや、多様な他者と協働して主体的に課題を解決しようとする探

究的な学び、様々な体験活動、地域の資源を活用した教育活動などを通じ、身近な地域の魅力や課題な

どを知り、地域の構成員の一人としての意識が育まれている。また、家庭や地域と連携・協働しながら、社

会への関心を高めるなど児童生徒に主催者としての意識が育まれている。 

○生涯を通じて心身ともに健康な生活を送るために必要な資質・能力を育成するとともに、児童生徒の生

活や学びにわたる課題（貧困、虐待等）が早期に発見され、外国人児童生徒等の社会的少数者としての

課題を有する課題を有する者を含めた全ての児童生徒が安全・安心に学ぶことができる。 

出典：『令和の日本型学校教育』の構築を目指して 

～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申） 

 

⑤ 「令和の日本型学校教育」の構築に向けた今後の方向性 

国はこれまで日本型学校教育が果たしてきた、①学習機会と学力の保障、②社会の形成

者としての全人的な発達・成長の保障、③安全・安心ない場所・セーフティネットとしての身

体的、精神的な健康の保障、という３つの保障を学校教育の本質的な役割として重視し、こ

れを継承していくことが必要だとして、「令和の日本型学校教育」の構築に向けた今後の方

向性を示している。 
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（１）学校教育の質と多様性、包摂性を高め、教育の機会均等を実現する 

（２）連携・分担による学校マネジメントを実現する 

（３）これまでの実践と ICT との最適な組合せを実現する 

（４）履修主義・修得主義等を適切に組み合わせる 

（５）感染症や災害の発生等を乗り越えて学びを保障する 

（６）社会構造の変化の中で、持続的で魅力ある学校教育を実現する 

出典：『令和の日本型学校教育』の構築を目指して 

～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申） 

 

（２）小中一貫教育推進に関する考え方 

国は２０１６（平成２８）年１２月に策定した「小中一貫した教育課程の編成・実施に関する

手引」において、小中一貫教育の意義や背景、目的、形態について次のとおりに示している。 

 
① 制度改正の意義 

平成２８年４月１日に施工された改正学校教育法について、はじめに以下のように示され

ている。 

制度改正によって、小学校と中学校が別々の組織として設置されていたことに起因していた様々な実施

上の課題が解消され、教育主体・教育活動・学校マネジメントの一貫性を確保した取組が容易になるなど、

全ての教職員が義務教育９年間に責任を持って教育活動を行う小中一貫教育の取組を継続的・安定的に

実施できる制度的基盤が整備されたものと考えています。 

しかしながら、小中一貫教育の導入自体が目的でないことは言うまでもありません。（中略）大切なことは、

義務教育９年間を連続した教育課程として捉え、児童生徒・学校・地域の実情等を踏まえた具体的な取組

内容の質を高めることであり、そのためには、新たに導入を希望する設置者に対するソフト面での支援が重

要になってくると考えています。 

出典：小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引 

 

② 小中一貫教育が求められる背景・目的 

小中一貫教育が求められる背景・理由について大きく以下の６つが挙げられる。 

１）義務教育の目的・目標の創設 

２）教育内容や学習活動の量的・質的充実 

３）発達の早期化等に関わる現象 

４）いわゆる「中１ギャップ」 

５）社会性育成機能の強化の必要性 

６）学校現場の課題の多様化・複雑化 

出典：小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引 
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③ 小中一貫教育制度について 

小中一貫教育については学校教育法の改正によって、地域の実情に即した多様な取組

が行われてきた状況を踏まえて、大きく２つの形態を制度化することになった。 

 
出典：小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引 
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この内「義務教育学校」の概要について以下のように示されている。 

○「義務教育学校」は、一人の校長の下、一つの教職員組織が置かれ、義務教育９年間の学校教育目標を

設定し、９年間の系統性を確保した教育課程を編成・実施する新しい種類の学校です。心身の発達に応

じて、義務教育として行われる普通教育を基礎的なものから一貫して施すことが学校の目的とされていま

す。 

○修業年限は９年ですが、転出入する児童生徒への配慮等から、前期６年と後期３年の課程に区分し、基

本的には、それぞれ小学校及び中学校の学習指導要領が準用されます。その上で、一貫教育の軸となる

新教科等の創設や、学年段階間・学校段階間での指導内容の入替え等、一貫教育の実施に必要な教育

課程上の特例を設置者の判断で実施することが認められています。 

○義務教育学校は、９年の課程が小学校相当の前期６年、中学校相当の後期３年に区分されていますが、

１年生から９年生までの児童生徒が１つの学校に通うという特質を生かして、９年間の教育課程において

「４－３－２」や「５－４」などの柔軟な学年段階の区切りを設定することが容易になります。 

○義務教育学校は、国立・公立・私立のいずれも設置が可能ですが、公立については、既存の小学校及び

中学校と同様、市町村の学校設置義務の履行の対象であり、市区町村教育委員会による就学指定の対

象校となります。また、施設の形態についても、いわゆる施設一体型だけでなく、前期課程と後期課程や

学年段階の区切りに応じて異なる施設を用いる施設隣接型や施設分離型の義務教育学校を設置するこ

とも可能です。 

○教員の免許状については、小学校及び中学校の教諭の免許状の両方を併有することを原則としつつ、当

分の間は、小学校又は中学校の教諭の免許状のどちらかを持っていれば、それぞれ義務教育学校の前

期課程又は後期課程の主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師となることができることとされています。ただ

し、免許制度自体が柔軟なものに改善されているので、どちらかの免許状しか持っていない場合でも

様々な取組に参画することは可能です。 

出典：小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引 
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（３）適正規模に関する考え方 

国は２０１５（平成２７）年１月に策定した「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等

に関する手引」において、学級数に関する視点から課題整理を行うとともに、学校規模に関

する課題解決に向けた基本的な考え方や望ましい学級数の考え方を次のとおり示している。 

 

① 教育的な観点 

学校規模に関する課題解決に向けた基本的な考え方として、教育的な観点の重要性を

示している。 

○学校規模の適正化を図る上では、第一に学校の果たす役割を再確認する必要があります。義務教育段

階の学校は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、社会的自立の基礎、国家・社会の形成者としての基本的資

質を養うことを目的としています。 

○このため、学校では、単に教科等の知識や知能を習得させるだけではなく、児童生徒が集団の中で、多

様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて思考力や表現力、判断力、問題解決

能力などを育み、社会性や規範意識を身に付けさせることが重要になります。 

○そうした教育を十全に行うためには、一定の規模の児童生徒集団が確保されていることや、経験年数、専

門性、男女比等についてバランスのとれた教職員集団が配置されていることが望ましいものと考えられま

す。このようなことから、一定の学校規模を確保することが重要となります。 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

② 望ましい学級数の考え方 

このような教育的な観点などを踏まえ、小・中学校における望ましい学級数の考え方を示

している。 

○小学校では、まず複式学級を解消するためには少なくとも１学年１学級以上（６学級以上）であることが

必要となります。また、全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超えた集団を

編成したり、同学年に複数教員を配置するためには１学年２学級以上（１２学級以上）あることが望ましい

ものと考えられます。 

○中学校についても、全学年でクラス替えを可能としたり、学級を超えた集団編成を可能としたり、同学年

に複数教員を配置するためには、少なくとも１学年２学級以上（６学級以上）が必要となります。また、免

許外指導をなくしたり、全ての授業で教科担任による学習指導を行ったりするためには、少なくとも９学級

以上を確保することが望ましいものと考えられます。 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

 

  



7 

（４）学校規模の標準規模と課題 

① 小中学校及び義務教育学校の規模の標準 

国は、小中学校及び義務教育学校の規模の標準について、学級数により次のとおりに設

定している。 
【学校教育法施行規則第４１条及び７９条】 

第四十一条 小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地域の実態その他に

より特別の事情のあるときは、この限りでない。 

第七十九条 第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、第五十四条から第六十八条までの規定

は、中学校に準用する。 

第七十九条の三 義務教育学校の学級数は、十八学級以上二十七学級以下を標準とする。ただし、地域の

実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

② 学校規模に関する課題 

一般的に、国が示す小中学校規模の標準（12～18 学級）に比べて学級数が少ない場

合は小規模校としている。また、文部科学省では従来から 25 学級以上を大規模校、31 学

級以上の学校を過大規模校とした上で、過大規模校については速やかにその解消を図るよ

うに促している。 

また、小規模校と大規模校の課題について以下に示している。 

 

③ 小規模校の課題 

学級数や学級当たりの児童生徒数の減少に応じて以下の課題が一層顕在化することが

懸念される。 

１）クラス替えが全部又は一部の学年でできない 

２）クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない 

３）加配なしには、習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様な指導形態がとりにくい 

４）クラブ活動や部活動の種類が限定される 

５）運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる 

６）男女比の偏りが生じやすい 

７）上級生・下級生間のコミュニケーションが少なくなる、学習や進路選択の模範となる先輩の数が少なくな

る 

８）体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる 

９）班活動やグループ分けに制約が生じる 

１０）協働的な学習で取り上げる課題に制約が生じる 

１１）教科等が得意な子供の考えにクラス全体が引っ張られがちとなる 

１２）生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける 

１３）児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる 

１４）教員と児童生徒との心理的な距離が近くなりすぎる 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 
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また、特に複式学級となる場合には以下のような課題も生じ得ると想定される。 

１）教員に特別な指導技術が求められる 

２）複数学年分や複数教科分の教材研究・指導準備を行うこととなるため、教員の負担が大きい 

３）単式学級の場合と異なる指導順となる場合、単式学級の学校への転出時等に未習事項が生じるおそれ

がある 

４）実験・観察など長時間の直接指導が必要となる活動に制約が生じる 

５）兄弟姉妹が同じ学級になり、指導上の制約を生ずる可能性がある 

出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 
④ 小規模校によって児童生徒に与える影響 

上記で述べたような学級数が少ないことによる学校運営上の課題が生じた場合に、児童

生徒には以下のような影響を与える可能性がある。 

１）集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積みにくく、社会性やコミュニケーション能力が身

につきにくい 

２）児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい 

３）協働的な学びの実現が困難となる 

４）教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある 

５）切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい 

６）教員への依存心が強まる可能性がある 

７）進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある 

８）多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい 

９）多様な活躍の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが難しい 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

⑤ 大規模校及び過大規模校の課題 

一方で大規模校や過大規模校における主な課題は次のとおりである。 

１）学校行事等において、係や役割分担のない子どもが現れる可能性があるなど、一人一人が活躍する場

や機会が少なくなる場合がある 

２）集団生活においても同学年の結びつきが中心となり、異学年交流の機会が設定しにくくなる場合がある 

３）同学年でもお互いの顔や名前を知らないなど、児童生徒間の人間関係が希薄化する場合がある 

４）教員集団として、児童生徒一人一人の個性や行動を把握し、きめ細かな指導を行うことが困難であり、

問題行動が発生しやすい場合がある 

５）児童生徒一人当たりの校舎面積、運動場面積等が著しく狭くなった場合、教育活動の展開に支障が生

じる場合がある 

６）特別教室や体育館、プール等の利用に当たって授業の割当てや調整が難しくなる場合がある 

７）学校運営全般にわたり、校長が一体的なマネジメントを行ったり、教職員が十分な共通理解を図ったり

する上で支障が生じる場合がある 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 
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２．各務原市の教育に関する考え方 
（１）基本理念・基本方針 

各務原市は、教育、学術および文化振興に関する基本理念及び基本方針について、「各

務原市教育大綱（令和７年度～令和１１年度）」にて定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４回検討委員会提示資料 
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（２）地域参加による学校づくりについて 

① 背景と目的 

次世代を担う子どもたちには、厳しい挑戦の時代を乗り越え、高い志や意欲を持つ自立し

た人間として、他者と協働しながら未来を創り出し、課題を解決する力が求められている。子

どもたちの生きる力は、学校だけで育めるものではなく、多様な人々と関わり、様々な経験を

重ねていく中で育まれるものであり、地域社会とのつながりや信頼できる大人との多くの関

わりを通して、心豊かにたくましく成長していく。地域住民や企業、NPO など様々な専門知

識・能力を持った地域人材が関わることで、将来を生き抜く子どもたちに実社会に裏打ちさ

れた幅広い知識・能力を育成することができる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域参加により、地域に開かれた学校を作る 

学校、家庭、地域が連携協力して 

子どもを育てる 

 学校施設を“地域のみんなの施設”として 

フルに活用する 

・学校、家庭、地域が一体となって、お互いにが深

く関わり合いを持ちながら、子どもを見守り、育

てていく学校施設と教育環境をつくる。 

 ・学校施設を学校教育だけの場とするのではな

く、「地域のみんなの施設」として、新たな機能・

役割を持たせ、活用する。 

   

新たな機能  期待される効果 

●子どもと住民の身近な活動拠点 

・地域住民のクラブ活動の拠点 

・コミュニティ活動の拠点 

・学校と住民共同のイベント等の開催 

●学習・教育の拠点 

・生涯学習の拠点 

・学校教育・学校運営への地域住民の参加 

●地域福祉と教育の連携拠点 

・高齢者福祉施設との複合化 

・子育て支援施設との複合化 

など 

 ●学校施設の有効活用 

運動施設や特別教室など、専門的な施設の有

効活用 

●学校教育の多様な展開 

商店や農地など、体験学習や環境学習などの

場の充実、地域人材によるソフトの提供など多

様な学校教育の展開 

●まちづくりへの展開 

学校を舞台とする活動を通じたコミュニティの

醸成、住民間の連携や地域活動の発展 

など 

出典：地域参加による学校づくりのすすめ（文部科学省・国土交通省・厚生労働省）（2002（Ｈ14）年） 

  

学校づくりとして必要なこと  まちづくりとして必要なこと 

・完全学校週５日制、総合的な学習の時間を活

かす、地域との密接な関わり 

・子どもたちの居場所、異世代間、子どもどうしの

コミュニケーションの場 

・子どもたちの安全の確保、多様な体験などによ

る「生きる力」の育成 

 ・まちで暮らし、働く一人一人がまちの主役とし

て、積極的に参加すること 

・地域の歴史や文化の息吹を守り、次代を担う子

どもたちに伝えていくこと 

・様々な人々が交わり、参加しながら住まい、コミ

ュニティを醸成すること 

これらを実現するために、 

重要な方策の一つとして 
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② 地域参加型の学校づくりで大切な視点 

１）今日の教育上の諸課題への取組を考えること 

子どもたちの成長過程における教育上の課題について広く考え、最もふさわしい対応を

見出す視点。 

社会の情報化や国際化への対応、自主性や自立性の育成、体験型の学習機会の確保な

ど、今日の教育上の諸課題への取組を考えることが大切である。 

 

２）地域の生涯学習の場として学校施設を解放し、あるいは複合化すること 

地域の生涯学習の場として地域住民が利用しやすいような形で学校施設を解放し、ある

いは複合化する視点。 

学校開放や複合化においては、地域住民等のニーズを把握して、住民、学校、行政の協

力と役割分担のもとに、利用しやすい運営方法を作り上げていくことが大切である。 

 

３）地域資源を活用できるように、地域と学校の連携を考えること 

学校と連動して地域の人的、物的資源を活用しつつ子どもたちの活動の場を形成してい

く視点。 

子どもたちの教育の場を単に学校内だけに限らず、通学の行き来も含め地域固有の様々

な価値ある資源を活用し、子どもたちに多様な教育の場を用意することができるよう、地域

と学校との連携を考えていくことが大切である。 

 

４）地域住民が共に学校を利用し、子どもたちの教育を支える立場で参加すること 

地域参加型の学校づくりのプロセスにおいては、行政や専門家と教職員や保護者等の学

校関係者に加え、地域住民も積極的に参加するという視点。 

学校づくりには、単に行政主導のもと学校関係者だけで進めるのではなく、地域住民も共

に学校を利用し、子どもたちの教育を支える立場で参加することが大切である。 

 

５）コミュニティ・スクールの推進による地域と学校の連携を考えること 

学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取り組むことで地域の声を積極的に活か

し、地域と一体となって特色ある学校づくりを進めることで、「地域とともにある学校づくり」

を推進することが大切である。 

コミュニティ・スクールを推進することで様々な効果が期待できる。保護者・地域住民等も

子どもたちの教育の当事者となり、責任感を持って積極的に子どもへの教育に携わること

ができるようになる。また保護者や地域住民等の理解と協力を得た学校運営が実現する。

保護者や地域住民等にとって学校運営や教育活動への参画は、自己有用感や生きがいに

つながる。さらに、子どもたちの学びや体験が充実する。 
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（３）小中一貫教育の推進 

国は２０１６（平成２８）年１２月に策定した「小中一貫した教育課程の編成・実施に関する

手引」において、小中一貫教育の意義や背景、目的について次のとおりに示している。 

 

① 制度改正の意義（再掲） 

平成２８年４月１日に施行された改正学校教育法について、以下のように示されている。 

制度改正によって、小学校と中学校が別々の組織として設置されていたことに起因していた様々な実施

上の課題が解消され、教育主体・教育活動・学校マネジメントの一貫性を確保した取組が容易になるなど、

全ての教職員が義務教育９年間に責任を持って教育活動を行う小中一貫教育の取組を継続的・安定的に

実施できる制度的基盤が整備されたものと考えています。 

しかしながら、小中一貫教育の導入自体が目的でないことは言うまでもありません。（中略）大切なことは、

義務教育９年間を連続した教育課程として捉え、児童生徒・学校・地域の実情等を踏まえた具体的な取組

内容の質を高めることであり、そのためには、新たに導入を希望する設置者に対するソフト面での支援が重

要になってくると考えています。 
出典：小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引 

 

② 小中一貫教育が求められる背景・目的 

小中一貫教育が求められる背景・理由について大きく以下の６つが挙げられる。 

１）義務教育の目的・目標の創設 

２）教育内容や学習活動の量的・質的充実 

３）発達の早期化等に関わる現象 

４）いわゆる「中１ギャップ」 

５）社会性育成機能の強化の必要性 

６）学校現場の課題の多様化・複雑化 
出典：小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引 
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③ 各務原市における小中一貫教育の意義 

小中一貫教育の意義は、義務教育９年間を見通した教育課程や指導体制を構築し、子

どもの発達や社会の変化に対応できる柔軟な教育システムを実現することであり、国が示

す背景の中でも、大きく「中１ギャップへの効果的な対応」、「学びの連続性の担保」、「異学

年交流による子どもの成長と学び」の３つが挙げられる。 

各務原市は平成３０年度から令和２年度にかけて全ての中学校区単位で学校運営協議

会を設置し、「地域とともにある学校」づくりを目指して地域・家庭・学校が連携し、義務教

育９年間を通して地域全体で育成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 各務原市型コミュニティ・スクールの実践スタイルと目指す方向 

 

これに加えて小中一貫教育のさらなる推進による教職員の専門性を活かした指導体制

の強化や、キャリア教育・探究的学習の充実を通じて、児童生徒が将来の社会で主体的に

活躍できる力を育むことで、各務原市型コミュニティ・スクールを土台とした持続可能な教

育モデルを確立することが重要である。 

 

 

 

  

実施主体：自治会、PTA、各学校、見守り隊、地域団体 

中学校区学校運営協議会 
かかみがはら支援学校 学校運営協議会 

地域ぐるみで目指す子ども像 
 

子どもたちの地域参画 

 

学校間の連携 

 

地域の方による学校教育への参加 

Style2 

 

Style3 

 

Style1 

 



14 

 

 
教育環境の整備に当たっては、一定規模の集団で行う教育によって、学校が教育効果を発揮

できるよう、本計画で定めた学校規模及び学校再編案を考慮しながら、取組を進める必要がある。 

また、学校の規模適正化を進めていく上で、学校の統合や校区の見直しなどにより、通学条件

（通学距離、通学時間、通学手段）が変化する場合には、児童生徒の身体的負担や安全面などに

配慮しつつ、地域の実態を踏まえた適切な条件を確保する必要がある。 

 

１．基本方針について 
学校の役割は、児童生徒が知識や技能を習得することだけでなく、一定の集団の中で、

多様な考え方に触れ、互いに認め合い、協力し合い、切磋琢磨し、社会性や規範意識なども

培うことを通じて、一人一人の資質や能力を伸ばしていくことにあると考える。その役割を果

たすため、義務教育の９年間における小中一貫教育を見据えた学校再編を行い、一定の集

団規模を確保するものとする。 

また、全市的アンケート調査の結果等を踏まえ、子どもや保護者、地域に与える影響がで

きるだけ少なくなるよう、学校区の範囲を定めたうえで検討を進めていく。 

 

  

Ⅴ．学校の規模適正化・適正配置に関する方針 

第４回検討委員会提示資料 
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２．適正規模について 
（１）適正な学校規模について 

国は、小中学校及び義務教育学校の学級規模の標準について、次のとおりに設定してい

る。 
【学校教育法施行規則第 41 条及び 79 条】（再掲） 

第四十一条 小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地域の実態その他に

より特別の事情のあるときは、この限りでない。 

第七十九条 第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、第五十四条から第六十八条までの規定

は、中学校に準用する。 

第七十九条の三 義務教育学校の学級数は、十八学級以上二十七学級以下を標準とする。ただし、地域の

実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 
出典：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

 

小学校については、単学級の解消を図り、クラス替えが可能な１学年複数学級の確保を

考慮し、１２学級（１学年２学級）から１８学級（１学年３学級）を適正規模とする。集団による

学習活動の活性化、豊かな人間関係の形成や授業の効果的な展開等の面で、十分な教育

効果をあげるためには、１学級２０人程度の規模の児童生徒を確保することが望ましい。 

中学校については、５教科(国語・社会・数学・理科・英語)に複数の教員を配置したり、全

ての授業で教科担任による学習指導を行ったりするためには、少なくとも９学級以上を確保

することが望ましい。 

義務教育学校については、小学校と同様に単学級の解消を図り、クラス替えが可能な１

学年複数学級の確保を考慮し、１８学級（１学年２学級）から２７学級（１学年３学級）を適

正規模とする。 

 

小学校 １２学級（各学年２学級） ～ １８学級（各学年３学級） 

中学校  ９学級（各学年３学級） ～ １８学級（各学年６学級） 

義務教育学校  18 学級（各学年２学級） ～ ２７学級（各学年３学級） 

 

（２）適正化すべき範囲について 

① 適正化すべき範囲を定める趣旨 

学校規模の適正化は、学校の統合や分離、通学区域の調整などを行うため、学習環

境・通学環境などに大きな影響を与えるものであり、児童生徒の負担を考えれば、無理な

適正化は進めるべきではない。適正規模でない状況であっても、ある程度の学校規模で

あれば、教育指導面や学校運営面の工夫や努力により、課題の緩和を図ることも考えら

れる。 

そのため、学校の規模を適正化する必要性の高い範囲を「適正化すべき範囲」として

明確にする必要がある。 
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② 適正化すべき小規模校の範囲 

小学校については、特に複式学級となる場合には一般に教育上の課題が極めて大きい

ため、少なくとも１学年１学級以上（１校６学級以上）であることが必要と考える。中学校に

ついても、全学年でクラス替えを可能としたり、学級を超えた集団編成を可能としたり、同

学年に複数教員を配置するためには、少なくとも１学年２学級以上（１校６学級以上）が必

要になる。 

義務教育学校については、小学校と同様に少なくとも１学年１学級以上（１校９学級以

上）であることが必要と考える。 

また、集団による学習活動の活性化、豊かな人間関係の形成や授業の効果的な展開

等の面で、十分な教育効果をあげるためには、１学級内に４～５の小グループを形成する

ことができる規模の学習集団が必要になる。特に音楽、体育の教育活動においては、１学

級２０人程度の規模の児童生徒を確保することが望ましい。 

これらのことから、適正化すべき小規模校の範囲を次の通りとする。 

小学校  ６学級以下で児童数 １２０人以下 

中学校  ６学級以下で生徒数 １２０人以下 

義務教育学校  ９学級以下で児童生徒数 １8０人以下 

 

    ③ 適正化すべき過大規模校の範囲 

         児童生徒数が過大であった場合、学校行事等において、一人一人が活躍する場や機

会が少なくなる、児童生徒間の人間関係が希薄化する、児童生徒の個性や行動の把握、

きめ細かな指導が困難となる場合がある。 

         国は、「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」において、小学校

及び中学校については、３１学級以上を過大規模校とした上で、速やかにその解消を図る

べきと定めている。 

         これらのことから、適正化すべき過大規模校の範囲を次の通りとする。 

小学校 ３１学級以上（各学年で５学級を超える） 

中学校 ３１学級以上（各学年で１０学級を超える） 

なお、義務教育学校については、小学校における適正化すべき過大規模校の範囲と同

様の趣旨により、次の通りとする。 

義務教育学校 ４６学級以上（各学年で５学級を超える） 

 

④ 適正化する際の留意事項 

         適正化すべき学校の解消は、速やかに実施することが望ましいが、子どもやその保護者、

地域に大きな影響を与えるため、将来的な児童生徒数の推移を注視し、一定の準備期間

を設けるといった配慮を含め、関係者と共通理解を図りながら、計画的に進めることが必

要である。 
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３．適正配置について 
学校の規模適正化を進めていく上で、学校の統合や校区の見直しなどが行われると、通学

条件（通学距離、通学時間、通学手段）や学校区割が変更されることもある。そこで通学距離や

通学時間、学校区の範囲について、一定の基準を示し、学校の位置や校区を設定していく必要

がある。 

 

（１）通学距離 

通学距離（自宅から学校までの片道の距離）は、小学校ではおおむね４㎞以内、中学校

ではおおむね６km 以内を原則とする。 

今後、学校再編により校区を考えるに当たっては、児童生徒の学校生活における様々な

活動に影響を与えないように、通学距離に加え、自宅から学校までの高低差といった地理

的な条件や、幹線道路をまたぐ通学路の有無等も十分に考慮する必要がある。通学距離

が遠距離になる場合等については、スクールバスの導入による通学手段の支援策が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）通学時間 

他自治体の児童生徒の通学の状況を見た場合、スクールバスの導入事例や多様な交通

機関の活用事例が増加しており、児童生徒の通学条件を、徒歩や自転車による通学を前提

とした通学距離だけで設定することは実態にそぐわないケースが増えている。公立小・中学

校の施設費の国庫負担においても、文部科学大臣が教育効果、交通の便その他の事情を

考慮して適当と認める場合には、４㎞、６㎞の範囲に収まらない統合に伴う施設整備も同様

に国庫負担の対象としており、実際にはスクールバス等を活用することにより、小学校で４㎞、

中学校で６㎞の通学距離を上回る統合事例もある。  

このため適切な交通手段が確保でき、かつ遠距離通学や長時間通学によるデメリットを

一定程度解消できる見通しが立つということを前提として、通学時間については、おおむね

１時間以内を原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：国の通学距離の考え方】  

  〇義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令（抜粋） 

  （適正な学校規模の条件） 

  第四条 （略） 

  一 （略） 

  二 通学距離が、小学校にあつてはおおむね四キロメートル以内、中学校及び 

     義務教育学校にあつてはおおむね六キロメートル以内であること。 

  ２及び３ （略） 

【参考：国の通学時間の考え方】 

○公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引～少子化に対応した活力あ

る学校づくりに向けて～（平成２７年１月２７日文部科学省 P.１５～１７） 

（略）交通機関を利用した場合の（略）通学時間について、「おおむね１時間以内」を一

応の目安とした上で、各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて１時

間以上や１時間以内に設定することの適否も含めた判断を行うことが適当であると考え

られます。（以下略） 
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（３）学校区の基礎となる範囲 

令和７年８月～９月に各務原市の１５歳以下の子ども及びその保護者、一般市民、教員に

対して実施したアンケート調査結果（以下「アンケート調査」という）で学校の再編に関する

パターンについて尋ねた際に「（パターン１）同じ中学校区の中で、小学校同士を統合する。」

が最も許容できる結果となった。 

一方で「（パターン４）中学校区をまたいで、小学校区を変更する。」が最も許容できない

結果となっており、地域コミュニティの観点からも中学校区が大切であることがわかる。 

学校再編を検討するにあたっては、進学先の変更等による子どもたちの人間関係づくり

や心身の負担軽減が重要であることも踏まえて、原則として現中学校区内での再編を検討

していく。ただし、中学校区を変更することで将来的に適切な教育環境の確保が実現できる

と想定される場合については、柔軟に検討を行うものとする。 
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４．学校種及び施設形態について 
学校再編にあたり、統合を行う場合には、小学校同士や中学校同士といった同一の学校

種による統合だけでなく、小学校と中学校を統合し、小中一貫校とすることも考えられる。 

小中一貫校には、「義務教育学校」と「小中一貫型小学校・中学校」の２種類がある。 

義務教育学校は、１名の校長のリーダーシップのもと９年間を見通した教育目標を掲げ、

小学校・中学校の分け隔てなく、教職員が児童生徒の指導にあたることができ、また、６－３

の学年の区切りにとらわれることなく、児童生徒の実態に応じた柔軟なカリキュラムを設定

できる。 

小中一貫型小学校・中学校は、教育課程の特例等は義務教育学校と同様であるが、組

織は従来の小学校・中学校と変わらず、学校毎に校長が配置されている。 

 

 
表 小中一貫校の２つの校種 

 義務教育学校 小中一貫型小学校・中学校 

修業年限 

・９年 

（ただし、転校の円滑化等のため、前半６年

と後半３年の課程の区分は確保） 

・小学校・中学校と同じ 

教育課程 

・９年間の教育目標の設定、９年間の系統

性を確保した教育課程の編成 

・小・中の学習指導要領を準用した上で、

一貫教育の実施に必要な教育課程の特

例を創設 

（一貫教育の軸となる新教科創設、指導事

項の学年・学校段階間の入れ替え・移行） 

・９年間の教育目標の設定、９年間の系統

性を確保した教育課程の編成※ 

・小・中の学習指導要領を適用した上で、

一貫教育の実施に必要な教育課程の特

例を創設（義務教育学校と同じ） 

組織 

・１人の校長 

・一つの教職員組織 

・教員は原則小・中免許を併有 

（当面は小学校免許で小学校課程、中学

校免許で中学校課程を指導可能としつ

つ、免許の併有を促進） 

・学校毎に校長 

・学校毎に教職員組織 

（学校間の総合調整を担う者をあらかじめ

任命、学校運営協議会の合同設置、校長

の併任等、一貫教育を担保する組織運営

上の措置を実施）※ 

・教員は各学校種に対応した免許を保有 

施設 ・施設の一体・分離を問わず設置可能 ・施設の一体・分離を問わず設置可能 

※通常の小・中連携と区別するため、これらの事項は要件化 
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小中一貫校の施設形態は、「施設一体型」、「施設隣接型」、「施設分離型」の３種類が

ある。 

このうち、施設一体型小中一貫校はお互いの個性を認め合えるという教育の実践的な効

果や、共に学ぶ力を身につけることが期待できるため、小中一貫教育のさらなる推進におい

て最も有効な手段といえる。 

 
表 小中一貫校の施設形態 

施設形態 施設一体型 施設隣接型 施設分離型 

特徴 

小学校と中学校が同じ校

舎・同じ敷地内に設置され

ている。 

小学校と中学校あるいは一

部施設が隣接した敷地に

設置されている。 

小学校と中学校が離れた

敷地に設置されている。 

利点 

常に児童生徒の交流がで

きるだけでなく、教職員の日

常的な連携や協力体制も

構築できる。 

教職員や児童生徒の行き

来が短時間でできるため、

児童生徒の交流や小学校・

中学校の教職員の乗り入

れ授業が容易になる。 

教職員や児童生徒の行き

来に時間がかかるが、小中

一貫教育の実施が可能で

ある。 

既存施設のまま実施ができ

る。 

 

各務原市は、義務教育９年間を見通した教育課程や指導体制を構築し、子どもの発達や

社会の変化に対応できる柔軟な教育システムを実現するため、小中一貫教育を推進すると

ともに、より柔軟なカリキュラムの設定が可能となる義務教育学校の導入について積極的に

検討する。 

また、小中一貫教育に適した学校施設とするため、可能な範囲で施設一体型の導入を図

ることとする。 
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１．地域ごとの教育環境への配慮 
児童生徒は、市内どの地域に居住していても、できる限り均等な教育を受けることができるよう、

その教育環境を整えることが望まれる。したがって、学校規模、通学距離等、地域によって著しい格

差が生じることがないようにする必要がある。 

 

２．適切な通学環境への配慮 
学校再編に伴う新たな通学路の設定にあたっては、交通事故や不審者による犯罪の防止等の

ため、安全上の検証を行い、必要に応じて対策を講じる必要がある。 

また、スクールバスの導入にあたっては、適切にバス停を設定するとともに、保護者負担ができる

だけ発生しないよう配慮する必要がある。 

 

３．地域のつながりへの配慮 
学校と地域のつながりを意識し、学校区の境界と自治会の境界に不一致がある場合は、地域

の意向を確認の上、どちらかの境界に一致させるといった調整を行うことが考えられる。 

また、地域に対する愛着を醸成し、地域の文化や歴史を次世代に継承するために、学校で郷土

学習を実施することや、学校内に地域の歴史等に触れられる場所を整備することを検討する必要

がある。 

 

 

 

Ⅵ．学校の適正規模・適正配置を進める上での配慮事項について 

第４回検討委員会提示資料 


